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【目的】  

腰痛診療ガイドラインによると，物理療法は行うことを弱く推奨されているが，エビデ

ンスレベルは低く，その効果に関しては一定の見解が示されていない．  

一方，腰痛に対する治療として，臨床においては電気刺激療法が処方されることも少な

くない．近年では干渉波よりも疼痛緩和効果の見込める，表層部から深層部まで広範囲に

治療が行えるという特徴を有した立体動態波が開発されている．しかし，この効果に関す

る先行研究は皆無であり，慢性腰痛に対する立体動態波の効果に関しては十分な知見が蓄

積されていない現状にある．そこで本研究の目的は慢性腰痛に対する立体動態波の効果を

検討することを目的とした．  

【方法】  

 対象は腰痛を有する大学生 28 名とし，痛みに

関する評価，身体機能に関する評価を実施し，

腰部に立体動態波を 20 分間適用した．なお，刺

激強度は痛みが生じない範囲での最大強度と

し，治療時間は 20 分間とした．そして各評価結

果について，対応のある t 検定を用いて介入前

後での比較を行った（ p<0.05）． 

【結果】  

 対象者の基本情報を表 1 に示す．今回の結果，

腰の状態は介入前と比較して介入後に有意に改

善した．また，腰部の圧痛閾値，30 秒間椅子立

ち上がりテスト，視床間距離は介入前と比較し

て介入後に有意に上昇し，腰部の痛みの自覚的

な強度は有意に減少した．一方で痛みの上行性

の経路を反映する Temporal Summationと遠隔部

の圧痛閾値は介入前後で有意差を認めなかった．  

【考察】  

 今回の結果，慢性腰痛に対して立体動態波を施行することで，腰痛ならびに身体機能が

改善する可能性が示唆された．一方，遠隔部の痛みならびに痛みの上行性の経路における

変化は認められなかった．電気刺激による鎮痛効果には上行性ではなく下行性疼痛抑制機

構が関与しているとされており，立体動態波による鎮痛機序においても同様の経路が関

わっている可能性がある．今後，引き続きデータを蓄積し，立体動態波の効果機序につい

ても明らかにしていきたい．  

 

表 1 対象者の基本情報  


